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令和８年９月大竹市議会定例会（第５回）議案の概要 

 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

1  認 

第５号 

令和７年度大竹市水道事業

会計決算の認定について 

（上下水道局業務課） 

１ 令和７年度大竹市水道事業会計決算について、地方公営企

業法第３０条第４項の規定により、市議会の認定に付するも

の。 

○年間有収水量           ３，０４３，５２６㎥ 

○建設改良費支出額       ３５３，５９３，６４０円 

主な事業 

南栄地内配水管改良工事     ６１，２９７，５００円 

元町地区配水管改良工事（１工区） 

４８，１８０，０００円 

元町地区配水管改良工事（３工区） 

４６，２７１，５００円 

高圧引込盤外更新        ２０，８０１，０００円 

防鹿水源地ポンプ設備更新及び補修工事 

２０，０３７，６００円 

 大迫ポンプ室・松ケ原低区ポンプ室電気盤更新工事 

１９，６２７，３００円 

 遠方監視装置（松ケ原系）機能増設工事 

１７，３０１，９００円 

○収益的収支（消費税及び地方消費税抜き） 

収入総額           ５２６，３５６，３１６円 

支出総額           ５４８，９０１，０２７円 

差引不足額           ２２，５４４，７１１円 

○資本的収支（消費税及び地方消費税込み） 

収入総額           １７７，１２４，０６１円 

支出総額           ３９０，３４６，８８５円 

差引不足額          ２１３，２２２，８２４円 

※不足額の補てん財源 

・当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

２９，５６５，５７９円 

・過年度分損益勘定留保資金  １８３，６５７，２４５円 

上下水道

局 長 

 

2  諮問 

第１号 

人権擁護委員候補者の推薦に

ついて 

（市民生活部市民課） 

人権擁護委員の 藤本
ふじもと

 京子
きょうこ

 氏が、令和８年１２月３１日

をもって任期満了となるので、引き続き同氏を人権擁護委員候

補者として法務大臣に推薦することについて、人権擁護委員法

第６条第３項の規定により市議会の意見を求めるもの。 

市 長 

3  諮問 

第２号 

人権擁護委員候補者の推薦

について 

（市民生活部市民課） 

人権擁護委員の 市川
いちかわ

 洋
ひろし

 氏が、令和８年１２月３１日を

もって任期満了となるので、新たに 望
もう

戸
こ

 玲子
れいこ

  氏を人権擁

護委員候補者として法務大臣に推薦することについて、人権擁

護委員法第６条第３項の規定により市議会の意見を求めるも

の。 

市 長 
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

4  諮問 

第３号 

人権擁護委員候補者の推薦

について 

（市民生活部市民課） 

人権擁護委員の 碇
いかり

 敏
とし

孝
たか

 氏が、令和８年１２月３１日を

もって任期満了となるので、新たに 川尻
かわじり

 美沙
み さ

 氏を人権擁護

委員候補者として法務大臣に推薦することについて、人権擁護

委員法第６条第３項の規定により市議会の意見を求めるもの。 

市 長 

5  議案 

第50号 

大竹市教育委員会委員の任

命の同意について 

（総務部総務課） 

大竹市教育委員会委員の 池田
いけだ

 良
よし

枝
え

 氏が、令和８年１２月 

１０日をもって任期満了となるので、引き続き同氏を任命する

ことについて、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４

条第２項の規定により市議会の同意を求めるもの。 

市 長 

6  議案 

第51号 

大竹市認可地縁団体印鑑条

例の一部改正について 

（市民生活部市民課） 

１ 改正の理由及び内容 

個人情報保護の観点から認可地縁団体に係る告示事項か

ら代表者等の住所を除く等、地方自治法施行規則の一部が改

正され、本条例の引用条項を変更するため、本条例の一部を

改正しようとするもの。 

２ 施行期日 

令和８年１０月１日 

市民生活 

部 長 



3 

 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

7  議案 

第52号 

大竹市税条例の一部改正に

ついて 

（市民生活部税務課） 

１ 改正の理由 

 地方税法等の一部を改正する法律等の施行に伴い、大竹市税

条例の一部を改正するもの。 

２ 改正の主な内容 

(１) 市民税関係 

  ア 寄附金税額控除（ふるさと納税）の見直しに関する改

正（第３４条の７、附則第５条の４、附則第７条の２関

係） 

    地方税法の改正による引用条項を整理するもの。 

  イ 公的年金等受給者の扶養親族等申告書の提出義務の

見直しに関する改正（第３６条の２、第３６条の３の２、

第３６条の３の３関係） 

    税制改正による所得税の基礎控除の引き上げにより、

公的年金等受給者のうち申告不要で扶養親族等申告書

を提出する必要がない範囲が拡大されたが、個人市民税

の賦課に必要な情報を把握するため、扶養親族等申告書

の提出義務の見直しをするもの。 

  ウ 特定一般用医薬品等の購入に係る医療費控除の特例

（セルフメディケーション特例）に関する改正（附則第

４条関係） 

    適用期限を延長するもの。 

  エ 住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の適用

対象期間の見直しに関する改正（附則第５条の３関係） 

    住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の適用

対象期間を令和１２年入居まで５年間延長するもの。 

  オ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合

の長期譲渡所得に係る市民税の課税特例の見直しに関

する改正（附則第１５条の２関係） 

    優良住宅地等のために譲渡した土地等が、地すべり防

止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域

又は浸水被害防止区域内にある場合には、特例措置の適

用ができないこととするもの。 

  カ 暗号資産取引に係る課税の見直しに関する改正（附則

第５条の４、附則第１７条の３関係） 

    特定暗号資産を譲渡した場合の所得について、申告分

離課税とする改正を行うもの。 

 (２) 固定資産税関係 

  ア 固定資産税の免税点の見直しに関する改正（第６３条

関係） 

固定資産税の免税点について、家屋に係る免税点を 

２０万円から３０万円に、償却資産に係る免税点を 

１５０万円から１８０万円に引き上げるもの。 

３ 施行期日 

(１) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書の提出義務の

見直しに関する改正、特定一般用医薬品等の購入に係る医 

市民生活

部 長 
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

   療費控除の特例（セルフメディケーション特例）に関する

改正及び住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の

適用対象期間の見直しに関する改正 

令和９年１月１日 

 (２) 固定資産税の免税点の見直しに関する改正 

令和９年４月１日 

 (３) 寄附金税額控除（ふるさと納税）の見直しに関する改

正及び優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場

合の長期譲渡所得に係る市民税の課税特例の見直しに関

する改正 

令和１０年１月１日 

 (４) 暗号資産取引に係る課税の見直しに関する改正 

金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を

改正する法律（令和８年法律第６４号）の施行の日の属

する年の翌々年の１月１日 

 

8  議案 

第53号 

大竹市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正に

ついて 

（健康福祉部こども家庭課） 

１ 改正の理由 

国の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一

部が改正されたため、同基準に定める基準に従い定めた本条

例の一部を改正しようとするもの。 

２ 改正の主な内容 

 (１) 満３歳以上限定小規模保育事業に関する規定 

小規模保育事業所Ａ型において、３歳から５歳の子ど

もを対象とした小規模保育事業の実施を可能とする内

容を追加 

(２) 児童対象性暴力等の防止に関する規定 

家庭的保育事業者等に、児童対象性暴力等の防止及び

児童対象性暴力等が行われた場合の必要な措置を講じ

る規定を追加 

(３) 理学療法士等のみなし保育士化に関する規定 

保育所における保育士の数の算定に当たって、当該保

育所に勤務する理学療法士等を、1 人に限り、保育士と

みなすことができる規定等を追加 

３ 施行期日 

(１) 満３歳以上限定小規模保育事業に関する規定及び理

学療法士等のみなし保育士化に関する規定 

公布の日 

(２) 児童対象性暴力等の防止に関する規定  

令和８年１２月２５日 （学校設置者等及び民間教育保

育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための

措置に関する法律（令和６年法律第６９号）の施行の日） 

健康福祉 

部  長 
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

9  議案 

第54号 

大竹市特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条

例の一部改正について 

（健康福祉部こども家庭課） 

１ 改正の理由 

国の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準の一部が改正されたため、同基準に定める基準に

従い定めた本条例の一部を改正しようとするもの。 

２ 改正の主な内容 

 (１) 満３歳以上限定小規模保育事業に関する規定 

３歳から５歳の子どもを対象とした小規模保育事業

の実施を可能とする内容を追加 

 (２) その他  

国の定義規定の変更に合わせた語句の修正等 

３ 施行期日 

公布の日 

健康福祉 

部  長 

10  議案 

第55号 

大竹市乳児等通園支援事業

の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部改正

について 

（健康福祉部こども家庭課） 

１ 改正の理由と主な内容 

国の乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の

一部が改正されたため、同基準に定める基準に従い定めた本

条例の一部を改正しようとするもの。 

２ 改正の主な内容 

 ・児童対象性暴力等の防止に関する規定の追加 

乳児等通園支援事業者等に、児童対象性暴力等の防止及

び児童対象性暴力等が行われた場合の必要な措置を講じ

る規定を追加 

３ 施行期日 

令和８年１２月２５日 （学校設置者等及び民間教育保育等

事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関

する法律（令和６年法律第６９号）の施行の日） 

健康福祉 

部  長 

11  議案 

第56号 

財産の取得について 

〔電子黒板一式〕 

（建設部監理課） 

１ 要旨 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第３条の規定により、次のとおり財産を取得するこ

とについて、市議会の議決を求めるもの。 

２ 財産について 

(１) 財産の表示  電子黒板一式 

(２) 納 入 場 所  大竹市内小・中学校 

(３) 契 約 方 式  一般競争入札 

(４) 取 得 価 格  １６，０８２，０００円 

(５) 相 手 方  広島県大竹市新町一丁目５番６号 

           株式会社田宮事務器 

(６) 納 入 期 限  令和８年１１月３０日 

建設部長 
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

12  議案 

第57号 

損害賠償の額を定めること

について 

（総務部企画財政課） 

１ 要旨 

  契約解除に伴う損害賠償額の決定について、地方自治法 

第９６条第１項第１３号の規定により議決を求めるもの。 

２ 内容 

(１) 概要 

令和８年１１月４日に健康管理システムを国が推奨

する標準準拠システムに移行することとなり、現行シス

テムの利用契約期間途中で契約を解除するため、相手方

に損害を及ぼすこととなる。 

(２) 損害賠償の額 

    １，２９６，０００円 

 (３) 相手方 

    株式会社 サンネット 

総務部長 

13  議案 

第58号 

令和７年度大竹市工業用水

道事業会計剰余金の処分及

び決算の認定について 

（上下水道局業務課） 

１ 令和７年度大竹市工業用水道事業会計剰余金の処分につ

いて、地方公営企業法第３２条第２項の規定により、市議会

の議決を求めるもの。 

○未処分利益剰余金の処分 

  未処分利益剰余金の当年度末残高 

４４０，４９８，８９５円 

  減債積立金の積立       ９１，０４２，７３８円 

建設改良積立金の積立              ０円 

２ 令和７年度大竹市工業用水道事業会計決算について、地方

公営企業法第３０条第４項の規定により、市議会の認定に付

するもの。 

○年間有収水量          １２，０３８，０５７㎥ 

○建設改良費支出額        ３４，３１４，３８８円 

主な事業 

旧第二期工水管理棟電気設備更新工事 

１９，５８０，０００円 

○収益的収支（消費税及び地方消費税抜き） 

収入総額           ５０９，５５１，１０７円 

支出総額           ４１８，５０８，３６９円 

差引利益額           ９１，０４２，７３８円 

○資本的収支（消費税及び地方消費税込み） 

収入総額            ３４，１３３，１６８円 

支出総額           ３５５，１３３，８８８円 

差引不足額          ３２１，０００，７２０円 

※不足額の補てん財源 

・当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

３，１１９，４８８円 

・当年度分損益勘定留保資金  ２０２，６１８，０４３円 

・減債積立金          ９１，６５４，５３０円 

・利益剰余金          ２３，６０８，６５９円 

上下水道

局 長 
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

14  議案 

第59号 

令和７年度大竹市下水道事業

会計剰余金の処分及び決算の

認定について 

（上下水道局業務課） 

１ 令和７年度大竹市下水道事業会計剰余金の処分について、

地方公営企業法第３２条第２項の規定により、市議会の議決

を求めるもの。 

○未処分利益剰余金の処分 

 未処分利益剰余金の当年度末残高 

６４４，４８０，１６３円 

減債積立金の積立         ２，７００，０００円 

建設改良積立金の積立      ２７，０００，０００円 

２ 令和７年度大竹市下水道事業会計決算について、地方公営

企業法第３０条第４項の規定により、市議会の認定に付する

もの。 

○年間総処理水量          ７，３９４，３９９㎥ 

○建設改良費支出額     １，２４９，０５４，９０２円 

主な事業 

大竹下水処理場１、２系汚泥掻寄機等改築更新工事 

４４０，３７７，２００円 

大竹下水処理場し尿等前処理施設機械電気設備工事 

               ３２６，６６０，０００円 

大竹下水処理場し尿等前処理施設建設工事 

               １３１，０００，０００円 

小島汚水中継ポンプ場分流元ゲート部人孔等更生工事 

５５，４５５，４００円 

小島汚水中継ポンプ場沈査掻揚機改修工事 

３２，９８７，９００円 

大竹下水処理場電気設備改修工事 ２６，４００，０００円 

小島汚水中継ポンプ場分流棟外壁等改修工事 

２２，７７２，２００円 

大竹下水処理場ケーキ搬出機改修工事 

２２，３３４，４００円 

元町四丁目外下水道更新工事   １８，１９５，１００円 

元町四丁目外下水道管更新工事  １７，４７５，７００円 

集落排水用マンホールポンプクラウド監視システム整備工事              

１６，６３６，４００円 

小方ポンプ場雨水除塵機改修工事 １１，５５０，０００円 

大竹下水処理場汚泥脱水機１・２チャンネル改修工事 

                １０，７８０，０００円 

○収益的収支（消費税及び地方消費税抜き） 

収入総額         １，０８９，３５３，７０９円 

支出総額         １，０３５，７２９，８９９円 

差引利益額           ５３，６２３，８１０円 

○資本的収支（消費税及び地方消費税込み） 

収入総額         １，４５２，４７５，７４３円 

支出総額         １，４１７，３８９，２８６円 

差引額             ３５，０８６，４５７円 

上下水道

局 長 
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

15  議案 

第60号 

令和８年度大竹市一般会計補

正予算（第２号） 

（総務部企画財政課） 

１ 歳入歳出予算の補正 

〇補正予算額          １，１７７，８２５千円 

（詳細は９頁 補正予算の内訳のとおり） 

〇予算総額          ２０，６２１，０９５千円 

２ 繰越明許費の補正 

〇追加 

款 項 事業名 金額 

2 総務費 1 総務管理費 
コミュニティサロン玖波

跡地利用検討事業 
4,000千円 

３ 債務負担行為の補正 

〇追加 

事項 期間 限度額 

 

企業版ふるさと納税事務

に要する経費 
令和９年度 

令和９年度の企

業版ふるさと納

税寄附金の30％ 

の額の範囲内 

〇変更 

区分 事項 期間 限度額 

補正前 仮想サーバの

賃借に要する

経費 

令和９年度から 

令和１３年度まで 

160,380千円

以内 

補正後 
令和９年度から 

令和１５年度まで 

647,000千円

以内 

４ 地方債の補正 

〇変更 

起債の目的 
限度額 

補正前 補正後 

河川整備事業 121,300千円 129,700千円 

消防施設整備事業 303,400千円 310,500千円 

社会教育施設整備事業 401,300千円 469,500千円 

  

副 市 長 
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補正予算の内訳       

○歳出   ○歳入（歳出に充当する財源） (単位：千円) 

款 説明 補正額 款 説明 補正額 備考 

2 総務費 

ふるさと納税促進事業 1,500 17 寄附金 
ふるさと納税寄附金

（特定事業分） 
5,000   

庁舎等管理事務 2,000           

基金管理事業 642,000 20 諸収入 
ボートレース事業収

入 
642,000   

地方公会計整備事業 4,700           

電子計算機管理事業 5,630           

コミュニティサロン管理運

営事業 
4,000           

国庫補助金等返還事務 500           

地域公共交通整備事業 100,000 14 
国庫支

出金 

米空母艦載機部隊配

備特別交付金 
100,000   

3 民生費 

こども医療費助成事業 150,000 14 
国庫支

出金 

米空母艦載機部隊配

備特別交付金 
150,000   

子育て世帯訪問支援事業 629 

14 
国庫支

出金 

子ども・子育て支援

交付金 
168   

15 
県支出

金 

子ども・子育て支援

県交付金 
168   

7 商工費 中小企業経営安定支援事業 160,000 20 諸収入 
中小企業融資資金預

託金元金収入 
160,000   

8 土木費 河川・水路改良保全事業 8,400 21 市債 
河川水路施設改修事

業債 
8,400   

9 消防費 

消防屯所維持管理事務 700           

防災情報等啓発促進事業 7,100 21 市債 
防災行政無線改修事

業債 
7,100   

10 教育費 

小学校学習環境サポート・

読書活動推進事業 
44,839 

14 
国庫支

出金 

米空母艦載機部隊配

備特別交付金 
89,678 

  

中学校学習環境サポート・

読書活動推進事業 
44,839   

玖波交流館整備事業   

14 
国庫支

出金 

都市構造再編集中支

援事業国庫補助金 
△ 75,800 財源

充当

補正 21 市債 
玖波交流館整備事業

債 
68,200 

給食センター運営事業 988 15 
県支出

金 

農林水産物給食等提

供事業県補助金 
599   

        18 繰入金 財源調整基金繰入金 11,475 財源

調整         19 繰越金 前年度繰越金 10,837 

合     計 1,177,825   合     計 1,177,825   
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 議案 
番号 

件名 内容 提案 
説明者 

16  議案 

第61号 

令和８年度大竹市介護保険特

別会計補正予算（第１号） 

（総務部企画財政課） 

１ 歳入歳出予算の補正 

  〇補正予算額            ６７，１７３千円 

  〇予算総額          ３，０１４，７５７千円 

【補正予算の内容】 

（歳入） 

・前年度繰越金            ６７，１７３千円 

（歳出） 

・国庫補助金等返還金         ６７，１７３千円 

副 市 長 

17  議案 

第62号 

令和８年度大竹市水道事業会

計補正予算（第１号） 

（上下水道局業務課） 

１ 予算補正の内容 

(１) 収益的支出の営業費用を増額し、収益的収入の営業外

収益を増額する。 

≪収益的収入及び支出の補正≫ 

  ○収入 ・補正予算額         ２，３５０千円 

      ・予算総額        ６０６，４３６千円 

  ○支出 ・補正予算額         ５，０００千円 

   【内訳】営業費用（総係費）     ５，０００千円 

      ・予算総額        ６７３，３７０千円 

上下水道

局 長 

 

18  議案 

第63号 

令和８年度大竹市工業用水道

事業会計補正予算（第１号） 

（上下水道局業務課） 

１ 予算補正の内容 

(１) 収益的支出の営業費用を増額する。 

≪収益的支出の補正≫ 

  ○支出 ・補正予算額           ５００千円 

   【内訳】営業費用（総係費）       ５００千円 

      ・予算総額        ４８０，８４７千円 

上下水道

局 長 

 

19  議案 

第64号 

令和８年度大竹市下水道事業

会計補正予算（第２号） 

（上下水道局業務課） 

１ 予算補正の内容 

(１) 収益的支出の営業費用を増額する。 

≪収益的支出の補正≫ 

  ○支出 ・補正予算額         １，８５０千円 

   【内訳】営業費用（総係費）     １，８５０千円 

       ・予算総額      １，２８４，１２０千円 

上下水道

局 長 

 

 


